










　 ここ数十年 、 中国の経済は急速に発展し 、 外国（ 中国以外の国または地域 。 以
下、 同じ。） の投資者による対中直接投資の実行額は年々増加している。また、 外




国の経済環境の下で 、 中国国家税務総局（ State Administration of Taxation of 





























　１９７９ 年に改革開放政策が採用されて以来、 中国政府は、 様々な誘致政策を通じ
て多くの外資を中国市場に誘致してきた 。 ま た、２００１ 年の世界貿易機関への加
 
盟、２００８ 年の北京オリンピックの開催、 及び２０１０ 年の上海万博の主催などの出





兆元（約 ６４ 兆円） という
巨額の経済刺激策を打ち出した  ２） 。世界全体の経済が負の成長を示していたにも
かかわらず、外国の投資者による中国への直接投資は引き続き活発であった。
















企業 ４） は３ ,８９３億 元（約 ６ .２ 兆円） の利益を実現し、 前年同期比で１５ .６％増えた。 
一方、外商投資企業は合計 １ ,０７５億 元（約 １ .７ 兆円） の利益に留まり、前年同期比
３ .５ ％の減少となった。また、 損失を計上している外商投資企業の割合は １９８８年





年間で５０％ ～６０ ％となり 、 さらに １９９６ 年から ２０００ 年では約 ６５ ％にも達し
ている 。 その後 ２００５ 年まではやや減少したが 、 外商投資企業の損失の割合はな







間約３００億 元（約 ４ ,８００ 億円） と予想されている  ６）。
 ２）  http://www.gov.cn/test/２００９ -０３ /１６ /content_１２６０２２１_３ .htm
 ３）  中 国 商 務 部、 http://www.fdi.gov.cn/sinfo/s_３３ _０ .html?q=field７ ^ 利 用 外 表 &r=&t= 
&starget=１ &style=１８０００００１２１-３３ -１０００００９１。
 ４）  国有企業と年間売上金額が ５００万 元（約  ８  千万円） 以上に達する非国有企業。
 ５）  『中華工商時報』 ２００５年  ５  月２５日 。
 ６）  王俊傑・楊軍・何玉潤稿 「転移定価問題與我国対多国籍企業監管」 『理論月刊』 中国湖北省社会科
学聯合会、２００５年 第 ４  期。
劉　　　功　平
６７
 ７）  中国語原文「深セン経済特区外商投資企業与関連公司交易業務税務管理の暫行弁法」 。
 ８）  内資企業とは国有資産、集団資産、国内住民資産による創設された企業のことである。その法人
税率は３３ ％であった。














? ?? ? ???? ?? ???? ?
　１９８７ 年に関連企業間取引に関する地方法規「 深セン経済特区における外商投
資企業と関連企業との取引に関する税務管理の暫定弁法 」７） （ 深セン市人民政府
［１ ９８７］ ４６４ 号文） が公布された。これは、後に中国政府が法律で移転価格税制
を導入する時の参考になったと思われる。
　１９９１年 、「中華人民共和国外商投資企業と外国企業所得税法」 （主席令［１ ９９１］








その第５２ 条から第５ ８ 条で旧所得税法の第１３ 条と関連して 、 関連企業、 独立企
 
業、適切な調整方法などについて解釈を示している。
　１９９２ 年版の「中華人民共和国税収徴収管理弁法」 の第２４ 条は移転価格税制の




企業と提携して企業を新設する場合には 、（ 外商による再投資に該当しない ） 新
 
設された企業は内資企業である。また、同年に公表された 「中華人民共和国税収
































 ９）  宋増正、陳偉安稿「外商投資企業欠損成因及対策」 『税務縦横』 ２００３年  ５  期、 p.２１。












月に「関連企業間業務往来税務管理規定（試行） 」（国税発［１ ９９８］ ５９
号。以下、旧実務指針とする。 ） が公布され、 ２００４年 に「 関連企業間業務往来予
約定価実施規則（試行） 」（国税発［２ ００４］ １１８号 ） が公布された。また、 同年に旧
実務指針の内容を一部改正された通達 （国税発［２ ００４］ １４３号 ） が公布された。




制 定 さ れ た 。 ま た、 そ れ は 経 済 協 力 開 発 機 構（ Organisation for Economic 
Co-operation and Development。以 下、 OECD とする ） の『 多国籍企業と税務  
当 局 の た め の 移 転 価 格 ガ イ ド ラ イ ン （ Transfer Pricing Guidelines for 
Multinational Enterprises and Tax Administrations）』（以 下、 OECD 移転価格
ガイドラインとする。 ）の基本原則を参考にして制定されたものである １１）。 旧実務
指針は、移転価格税制の執行性を高め、中国の移転価格税制発展過程におけるマ
イルストーンと評価されている。 ２００２年 、「関連企業間業務往来税務管理規定実
施細則」 が公布され、「関連企業間業務往来税務管理規定（試行） 」 の規定と関連し
て適用されている。
　２ ００４年 １０月 、 SAT は旧実務指針の内容を一部補修するため 、 国税発１４３号
を公布した 。 実質的な内容の変更はなかったが 、 第１８ 章で調査された企業は移
 
転価格の算定原則、 取引価格及び受取手数料（または支払った費用） の根拠に関す
る資料を自主的に提供すべきとされた 。 ま た、 所得の調整について 、 第３９条 で
は、対応的調整について規定した。さらに、専門知識などの制限を考慮して、移
転価格税制にかかる問題への対応権利を地方税務局から市以上レベルの税務局へ
移した。同年、 SAT は「関連企業間業務往来予約定価実施規則 （試行） 」 を発行し  
た。これには事前確認に関する執行実務について詳細に規定されている。
　これにより、中国の移転価格税制システムの構築が完了したといえるが、それ
 １１）  Coronado, L and S. Chou,“ Pricing Rules and Practice in China-An Overview,”Tax Management 





く、 執行税務官にとっても難解であった点である 。 旧所得税法、「 中華人民共和
国外商投資企業と外国企業所得税法実施細則」 、「中華人民共和国税収徴収管理弁














































（ CPM: Comparable profit method） を参考にした可能性が高く 、 純利益法は
OECD 移転価格ガイドラインにおいて容認されている取引単位営業利益法
（ TNMM: Transactional net margin method）を参考にした可能性が高いと考え
 １２）  劉功平稿「 OECD 移転価格ガイドラインに関する一考察」 『関西学院商学研究』 第６６号 、２０１２年











? ?? ? ???? ????
　今日、世界のグローバル化はさらに進んでおり、中国の移転価格税制の整備も













日、「中華人民共和国企業所得税法実施条例」 （国務院令［２ ００７］ ５１２ 号。以下、



































号以下、 新実務指針とする 。） が公布された 。 Coronado らは 、 新実務指針が

















日より施行された 。 ま た、 新実務指針の実行とともに 、 旧実務
 
指針、 国税発１４３ 号及び国税発１１８ 号が廃止となった。新実務指針は中国初の全
 １３）  Coronado, Luis, Patrick Cheung, Jessica Tien and Joanne Su,“ Transfer Pricing Rules and 
Practice in the People’ s Republic of China,” Tax Management International Journal, Vol.４０ , 






SAT が長年にわたって経験を蓄積してきた事前確認を含め 、 国際経験を参考に
















条では、 一方の企業と他方の企業または組織 ・ 個人（ 以下、









第１条 ̃ ８条総則第 １ 章
第９ 条 １̃２条関連申告第 ２ 章
第１３条 ̃２０条同時文書第 ３ 章
第２１条 ̃２７条移転価格算定方法第 ４ 章
第２８条 ̃４５条移転価格調査及び調整第 ５ 章
第４６条 ̃６３条事前確認第 ６ 章
第６４条 ̃７５条費用分担第 ７ 章
第７６条 ̃８４条被支配外国企業第 ８ 章




























表」 は、「関連関係表」 、「関連取引総括表」 、「仕入 ・ 販売表」、「役務表」 、「無形資





つからなっている。そのうち、 「関連関係表」 と新たに増加される 「対外




































































































































































１０ 年と明確に規定されていた。なお、 ２０１２ 年版の「中華人民共和国税収徴収
管理法実施細則」第５６ 条を参照すれば最長遡及期間は依然として １０ 年である
















































前確認」 として独立して詳細に規定されている。ここから、 SAT は事前確認を重
要と考えていることがうかがえる。
? ?? ? ??????
　 中国政府は、 中国の移転価格税制の国際化を図るため 、 初めて費用分担契約
（ Cost Contribution Arrangements）を導入した。 新実務指針第 ７  章の第６４条 ～
第７５ 条にわたって費用分担契約に関する規定が設けられている。
　「 費用分担契約とは 、 価値ある無形資産を共同で開発 ・ 使用する 、 あるいは役
務を共同で提供・受領するための費用を契約参加者の間で分担する契約のことで
ある 」１４） 。 費用の分担額は独立第三者が比較可能な条件で支払うであろう金額と
一致しなければならない。要するに、費用分担契約を締結する際に、独立企業基
準に準拠することが要求されている。また、各費用分担者がその費用から生まれ















を認める 。 ま た、 その相手先が国外にある場合 、 かつ相手先が租税条約締約国
 
（地 域） にあり 、 租税条約の関連規定に基づき 、 権限のある当局の間との協議を
通じて対応的調整を行うことが相互協議と呼ばれる手続である。 １５）
　新実務指針第 １１章 ９８ 条～第１０４ 条では、 対応的調整と相互協議について定め
られている。関連企業間取引の一方が移転価格調整された場合、二重課税を解消
するため、他方の対応調整を認めなければならず、租税条約締結国にある関連企
































整備していくという過程をたどる 。 中国でも １９８７ 年に関連企業間取引に関する
唯一の地方法律規制「 深セン経済特区における外商投資企業と関連企業との取引


















れを入手する方法として、鈴木 （２ ０１０） は、中国語の原文を読むことが重要で、
SAT のホームページが有用な情報源であるとしている １６）。
 １６）  鈴木康伸稿「 自分で調べる ！最新中国税務事情」『 国際税務』 国際税務研究会、 第３０巻 第 ７  号、 










? ?? ? ?????????????
　２ ００９ 年に公布した新実務指針では企業に同時文書作成 ・ 保存が義務づけられ










は２０１０ 年から本格に始まると思われた 。 さらに 、 SAT は、 ２０１０年  ７  月１２日 に
同時文書に関する執行状況の検査に関する通知 （ 国税函［ ２０１０］ ３２３号 ） を公布
し、 各地方税務局に２００８年 と ２００９ 年分の同時文書の検査を要求した 。 検査の
割合は１０ ％以上に達しなければならない。各地方税務局はその結果について、 企
業の同時文書の質の良さを評価するため、 「同時文書の準備状況一覧表」 と「年度





























? ?? ? ????????????????
　中国移転価格税制課税リスクを防ぐには、多国籍企業集団における整合性を図
らなければならない。海外にある関連企業との整合性も重要であるが、特に中国
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